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平成27年2月17日
【照会先】

報道関係者 各位 第二部会担当審査総括室
室 長 横尾 雅良

（直通電話） 03-5403-2164

ファルコＳＤホールディングス不当労働行為再審査事件
（平成25年(不再)第36号）命令書交付について

中央労働委員会第二部会（部会長 岩村正彦）は、平成27年2月16日、標記事件に関する
命令書を関係当事者に交付しましたので、お知らせします。
命令の概要は、次のとおりです。

【命令のポイント】
～申立外財団法人が約１１年前に解雇したＡ組合員の解雇問題についての団体交渉申入
れに会社が応じなかったことは、会社がその申入れに応ずべき労組法第７条の使用者
には当たらないことから、不当労働行為には当たらないとした事案～

会社と財団はそれぞれ独立し異なった事業を行う別法人であり、会社は解雇された
Ａ組合員の雇用主ではなかった。
会社は、財団を「支配」して本件解雇を行ったとはいえず、Ａ組合員の解雇につい

て、現実的かつ具体的に支配、決定することができる地位にあったとはいえない。
したがって、会社は、組合が申し入れた団体交渉に応ずべき労組法第７条の使用者

に当たらず、その申入れに応じなかったことは、同条第２号の不当労働行為には当たら
ない。

Ⅰ 当事者
再審査申立人

北大阪合同労働組合（以下「組合」）（大阪府豊中市）
組合員約９０名（平成24年11月現在）

再審査被申立人
株式会社ファルコホールディングス（以下「会社」）（京都市中京区）
（旧株式会社ファルコＳＤホールディングス）

従業員 ３名（平成24年11月現在）

Ⅱ 事案の概要
１ 本件は、会社が、申立外特例財団法人（以下「財団」）による平成12年３月20日付け
財団検診事業部所属の全職員解雇（以下「本件解雇」）に深く関与しているとして、平
成23年６月12日付けで組合が申し入れたＡ組合員の解雇に係る団体交渉の申入れ（以下
「本件団交申入れ」）に応じなかったことが労組法第７条第２号の不当労働行為である
として、救済申立てが行われた事案である。
２ 初審の大阪府労委は、本件団交申入れは労組法第７条第２号の不当労働行為に当たら
ないとして、救済申立てを棄却したところ、組合は、これを不服として再審査を申し立
てた。

Ⅲ 命令の概要
１ 主文

本件再審査申立てを棄却する。

中央労働委員会
 Central Labour Relations Commission,JAPAN
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２ 判断の要旨
(1) 会社は、本件団交申入れに応ずべき労組法第７条の使用者に当たるか。

会社と財団はそれぞれ独立し異なった事業を行う別法人であり、会社は、解雇され
たＡ組合員の雇用主ではなかったが、会社は(ⅰ)財団を支配し本件解雇により組合排
除を行ったこと、(ⅱ)本件解雇についても「雇用主と部分的とはいえ同視できる程度
に現実的かつ具体的に支配決定することができる地位」にあったことから、本件団交
申入れに応ずべき労組法第７条の使用者に当たると組合が主張するので、以下検討す
る。
（ⅰ）ア 会社の子会社が財団に対し短期貸付を行った１１年８月以降、本件解雇前

後も含め、①財団理事への会社関係者就任は認められず、財団評議員に就
任した従業員２名等が理事会等の意思決定を支配していたとの疎明はなく、
②同貸付金の存在や財団の元理事が財団の理事長とともに同貸付金の連帯
保証人となったことが、会社が財団の事業運営の意思決定について影響力
を及ぼしうる地位にあったことを直接的に証するものではなく、そのこと
を推認させる的確な証拠もないから、会社が財団を支配していたとはいえ
ない。
イ 財団の検診事業の廃止やそれに伴う本件解雇、申立外医療法人（以下「医
療法人」）へのレントゲン車等の資産売却の決定は、大口の顧客から検診委
託を断られたことや組合の顧客への活動等により、１１年度及び１２年度
の事業収入がそれまでの約６割から７割となる見込みとなり検診事業の継
続が困難となっていたこと等経営環境の悪化を背景に、財団自らが行った
ものといえる。そして、これら決定に伴い、財団が従来から検診事業を通
じて同様の事業を展開している医療法人に財団の資産の一部を売却したこ
とから、医療法人に検診事業の一部が引き継がれたものと解せる。会社が、
財団の検診事業の廃止や職員の解雇を予め想定していたとする証拠はなく、
したがって、会社が、検診事業の医療法人への承継等により財団を支配し
ていたとは推認できない。
ウ 財団の元理事が、財団の上記貸付金の連帯保証人となったこと、会社の
資金提供を受けて医療法人を買収したこと、医療法人の理事に就任したこ
と等を考慮しても、元理事の会社、財団理事辞任後の財団及び医療法人と
の具体的な関わり方は明らかではなく、その外会社が元理事に財団支配の
主導的役割を果たさせたと認めるに足る的確な証拠はない。
さらに、会社社長外会社関係者の組合に言及する発言をもってしても、

会社が実際に財団を支配していたことを認めることはできない。
エ したがって、会社は１１年８月以降財団を支配しているとは認められず、
それゆえ、会社が財団を支配して本件解雇により組合排除を行ったとも認
められない。

（ⅱ) 上記(ⅰ)において判断したとおり、会社は財団を支配しているとは認められ
ないこと、本件解雇は、財団が経営環境の悪化を背景に、財団自らが判断、
決定し実行していたものであるといえ、こうした解雇の決定に会社が関与し
たと認めるに足る証拠もなく、会社が実質的に決定していたものとはいえな
い。したがって、会社が本件解雇について「雇用主と部分的とはいえ同視で
きる程度に現実的かつ具体的に支配決定することができる地位」にあったと
はいえない。

(2) 結論
上記のとおり、会社は、本件団交申入れに応ずべき労組法第７条の使用者とはいえ
ないから、その余の点について判断するまでもなく、組合の本件救済申立てには理由
がなく、会社が本件団交申入れに応じなかったことは、労組法第７条第２号の不当労
働行為には当たらない。

【参考】
初審救済申立日 平成23年10月7日（大阪府労委平成23年(不)第57号）
初審命令交付日 平成25年4月30日
再 審 査 申 立 日 平成25年5月10日（中労委平成25年(不再）第36号）


